
①仕訳問題 

下記の仕訳をして下さい。 

 

１．現金の実際有高が帳簿残高より不足していたため￥2,000 現金過不足勘定で処理していたが、本日、

決算となったため適切な処理を行う。 

ア．現金 イ．雑益 ウ．通信費 エ．旅費交通費 オ．雑損 カ．現金過不足 

 

２．営業用のパソコンを購入し、代金￥120,000 は来月末に支払うこととした。 

ア．売掛金 イ．未収入金 ウ．備品 エ．買掛金 オ．未払金 カ．修繕費 

 

３．１株あたり ￥480,000 で 10 株の株式を発行し、全ての払込みを受けて株式会社を設立した。払込金

はすべて普通預金口座に預け入れられた。 

ア．現金 イ．当座預金 ウ．普通預金 エ．資本金 オ．利益準備金 カ．繰越利益剰余金 

 

４．取引銀行から借り入れていた ￥1,000,000 の支払期日が到来したため、元利合計を普通預金口座か

ら返済した。なお、借入れにともなう利率は年 2％であり、借入期間は 6カ月であるが、入金時に利息を

差し引かれた残額を受け取っている。 

ア．当座預金 イ．普通預金 ウ．貸付金 エ．借入金 オ．受取利息 カ．支払利息 

 

５．事務用品￥800 を購入し、現金を支払った。 

ア．現金 イ．普通預金 ウ．貯蔵品 エ．通信費 オ．消耗品費 カ．租税公課 

 

６．出資している会社の配当金領収証（￥20,000）が手元に届いた。 

ア．現金 イ．当座預金 ウ．小切手 エ．受取配当金 オ．受取利息 カ．支払利息 

 

 

②決算整理仕訳 

次の仕訳をして下さい。（会計期間：X5年 4 月 1 日～X6 年 3 月 31 日） 

 

有形固定資産について、次の要領で定額法により減価償却を行う。 

・建物取得原価￥3,000,000：残存価額ゼロ、耐用年数 20 年（間接法） 

・備品取得原価￥200,000：残存価額ゼロ、耐用年数５年（間接法） 

なお、残高試算表の備品の金額のうち￥180,000 は X5 年 10 月 1 日に取得したものである。新規取得分

についても同様の条件で減価償却をするが、減価償却費は月割計算する。 

  



解答 

①仕訳問題 

 借方 金額 貸方 金額 

1 （オ）雑損 2,000 （カ）現金過不足 2,000 

2 （ウ）備品 120,000 （オ）未払金 120,000 

3 （ウ）普通預金 4,800,000 （エ）資本金 4,800,000 

4 （エ）借入金 1,000,000 （イ）普通預金 1,000,000 

5 （オ）消耗品費 800 （ア）現金 800 

6 （ア）現金 20,000 （エ）受取配当金 20,000 

 

②決算整理仕訳 

 借方 金額 貸方 金額 

建物 減価償却費 150,000 減価償却累計額 150,000 

備品 減価償却費 58,000 減価償却累計額 58,000 

 

②決算整理仕訳 解説 

 

・建物の減価償却計算について 

定額法なので、「取得原価 ÷ 耐用年数 = 減価償却費」 

建物金額 3,000,000 ÷ 耐用年数 20年 = 150,000 ← 減価償却費 

 

また間接法により仕訳をするので、「減価償却累計額」を使用 

 

建物：減価償却費 150,000 / 減価償却累計額 150,000 

 

・備品の減価償却計算について 

備品金額 200,000 ÷ 耐用年数 5 年 = 40,000 ← 減価償却費 

また、10 月 1日に取得した備品があるため、減価償却費を月割計算（6ヵ月分）する。 

備品金額 180,000 ÷ 耐用年数 5 年 = 36,000 ← 年額減価償却費 

36,000 × 
６カ月

１２カ月
 = 18,000 ← 月割減価償却費 

合計：40,000 + 18,000 = 58,000 

備品：減価償却費 58,000 / 減価償却累計額 58,000 

 


